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【日本雇用関連統計（23年 1月）】 

失業率はコロナ禍前の水準まで低下 
～先行きの雇用環境は軟化のおそれ～ 

経済調査部 エコノミスト 木村 彩月 

 

 

１．完全失業率はコロナ禍前の水準まで低下 

総務省から発表された 1 月の完全失業率（季調値）は

2.4％と、前月から 0.1％低下し、コロナ禍前の 2020 年 2

月以来の水準まで改善した（図表 1）。男女別では、男性が

2.6％と前月から▲0.1％低下、女性は 2.2％で横ばいだっ

た。労働力人口が前月比＋12万人増加するなか、完全失業

者が同▲4 万人減少、一方で就業者数が同＋18 万人増加す

るという良好な形となっている。 

雇用者を正規・非正規別に見ると、正規が前年差＋18万

人と 2ヵ月ぶりに増加した。非正規は同＋66万人と大きく

増加し、これで 12ヵ月連続のプラスとなった。ここ数ヵ月

の雇用者数の増加は、もっぱら非正規主導でもたらされて

いる（図表 2）。 

産業別の就業者数を見ると、医療,福祉（前年同月差＋17

万人）や宿泊業,飲食サービス業（同＋15万人）、建設業（同

＋8万人）などが増加した（図表 3）。宿泊業,飲食サービス

業における増加は、経済活動の正常化が進むなかで、政府

の観光支援策が奏功していることに加え、水際対策緩和に

伴うインバウンド需要拡大が寄与しているとみられる。 

その他の業種では、卸売業,小売業（同▲10万人）や製造

業（同▲2万人）が減少した。不動産業,物品賃貸業（同▲

10万人）は 4ヵ月連続で 2桁マイナスとなっている。コロ

ナ対策で低水準に抑えられていた企業倒産が足元で増加、

金利上昇に伴う貸倒れリスクも増していることが、同業種

の雇用計画に影響を与えている可能性がある。 

 

２．有効求人倍率は小幅低下 

厚生労働省が発表した 1 月の一般職業紹介状況によれ

ば、有効求人倍率（季調値）は 1.35 倍と、前月から 0.01

ポイント低下した（図表 4）。分子の有効求人数は前年比＋
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（図表3）主要業種別就業者数の推移（前年同月差）
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（図表2）正規・非正規別雇用者の推移（前年同月差）
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6.4％とプラスだったのに対し、分母の有効求職者数は同▲

5.8％となっており、引き続き、労働需要に対し労働供給が

追いついていない様子が示されている。もっとも、前月比

で見ると、有効求職者数が＋0.6％と、8ヵ月ぶりにプラス

に転じた一方、有効求人数は▲0.1％減少し、2020 年 6 月

以降初めてマイナスとなった。 

先行きの雇用環境に対し、先行性の高い新規求人数は前

月比＋1.8％と、2ヵ月ぶりにプラスに転じた。新規求人倍

率は 2.38倍と、前月から横ばいだった。主要産業別の新規

求人状況を見ると（図表 5）、インバウンド需要の拡大など

により宿泊業,飲食サービス業（前年比＋27.0％）が大幅プ

ラスとなった一方、情報通信業（同▲7.3％）や生活関連サ

ービス業,娯楽業（同▲0.2％）はマイナスに転じ、製造業

（同▲4.0％）はマイナス幅を拡大させた。製造業について

は、海外景気減速の影響とみられる。主要産業全体の伸び

は昨年 8 月以降縮小傾向にあり、コロナ禍からの経済活動

再開による回復基調が一巡した可能性がある。 

 

３．先行きの雇用環境は軟化のおそれ 

景気ウォッチャー調査を見ると、1 月の雇用関連の現状

判断 DIは 51.0と、前月の 50.9から＋0.1ポイント上昇し

た（図表 6）。先行き判断 DI は 48.9 と、前月の 47.8 から

＋1.1ポイント上昇したものの、好不調の境目となる 50を

4ヵ月連続で下回った。 

現状に対するコメントを見ると、「求職者の新規登録が増

えず、慢性的な人材不足が続いている（北関東＝人材派遣

会社）」と、求職者数が伸び悩んでいることで、労働需給が

ひっ迫している様子を指摘する声があった。一方で、「建築

資材高騰の影響を受け、建設業において小規模事業所から

の求人数が少なくなっている。また、原材料、光熱費高騰の影響を受け、宿泊・飲食サービス業において飲食店

からの求人数が少なくなっている（東北＝職業安定所）」や、「物価や光熱費の急激な上昇等に対応することが困

難で、賃上げも意識せざるを得ない状況で、企業に求人数を抑える動きが出ている（中国＝新聞社［求人広告］）」

など、物価高による企業業績の悪化が求人数の減少につながっているとの見方もあった。 

 先行きに関しては、「海外と取引のある企業は、製造業を中心に堅調な傾向にある（甲信越＝民間職業紹介機

関）」との意見があった一方、「求人数の動きにやや下振れの傾向がある。景気後退の懸念から長期の採用計画に

弱気になっている企業が多い。全体的には景気回復に弱さがみられる（東北＝人材派遣会社）」と、景気後退懸念

を背景に、今後の雇用環境が悪化する可能性を指摘する声もあった。 

昨年は、円安が追い風となってグローバル企業を中心に輸出が拡大、企業業績が押し上げられたが、すでにピ

ーク時からは大きく円高ドル安方向に戻っている。日本経済の方向性は米国経済の動向に大きく左右されるが、

米国では、インフレの高止まりに、累積的な利上げの影響の波及が加わることで、今後大方の予想以上に景気が
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（図表6）景気ウォッチャー調査の判断ＤＩ（雇用関連）
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（出所）内閣府「景気ウォッチャー調査」
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有効求人倍率

新規求人倍率（右目盛）

（出所）厚生労働省「一般職業紹介状況」

倍



  

3 

 
Meiji Yasuda Research Institute, Inc.  

 

悪化するリスクがあり、日本企業の業績見通しに対する不透明感が高まっている。足元の雇用需給は引き締まっ

た状態が続いているが、物価高が幅広い業種の企業収益を圧迫するなか、米国景気も悪化に向かえば、先行きの

雇用環境は軟化する可能性が高い。 

 

※本レポートは、明治安田総合研究所が情報提供資料として作成したものであり、いかなる契約の締結や解約を目的としたものではありません。

掲載内容について細心の注意を払っていますが、これによりその情報に関する信頼性、正確性、完全性などについて保証するものではありませ

ん。掲載された情報を用いた結果生じた直接的、間接的トラブルや損失、損害については、一切の責任を負いません。またこれらの情報は、予

告なく掲載を変更、中断、中止することがあります。 
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